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【要約】 
 

労働者派遣法の改正が検討される中、派遣労働を通じた就労が労働者のその後の厚生に与える影

響について十分な検証がなされていない。本稿の目的は、派遣労働を通じて就労することが、労

働者のその後の正社員就労状況や賃金率に与える影響を実証的に明らかにすることにある。分析

の結果、1 か月以上の派遣労働者として就労することは、失業状態でいることと比較して、その

後 1年半にわたって賃金を上昇させる効果を持つことが分かった。一方、正社員への転換率につ

いては両者の間で統計的に有意な差は観察されなかった。同様の分析を 1か月未満の派遣労働者

についても行ったところ、失業状態でいることと比較して、その後 1 年半までの賃金を上昇させ

る効果が観察されたが、半年後の時点では正社員となる確率が直接有期雇用労働者と比較して有

意に低い可能性が示された。ただし、この効果は 1年後以降では観察されない。以上の結果から、

少なくとも短期的には派遣労働が有効な貧困対策となっていることが示された。 
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